三重県公共事業評価審査委員会議事録作成業務仕様書
１　業務名称

　　　令和元年度 三重県公共事業評価審査委員会議事録作成業務委託
２　契約期間
　　　契約の日から令和２年３月３１日まで
３　業務の内容
　　　三重県県土整備部公共事業運営課（以下「委託者」という）が貸与する、三重県公共事業評価審査委員会議事を録音した音源（カセットテープまたはＣＤ－Ｒ等）を反訳し、指定する日までに議事録原稿を作成し納品する。
４　見積方法

　　　見積書には、１０分あたりの単価（円／消費税抜）に、下記７の（１）の反訳見込み時間合計を乗じた額に、消費税及び地方消費税（契約日から令和元年９月３０日：８％、令和元年１０月１日から令和２年３月３１日：１０％）を外税で加算した合計額（免税業者にあっては契約希望額）を記載してください。

　　　ただし、契約は１０分あたりの単価（円／消費税抜）を契約金額として締結することとします。
５　反訳時間の計算

反訳の対象は、下記７の（１）に示す１会議分の開会から閉会までの時間のうち、休憩時間を除く会議時間の合計とする。

ただし、合計時間に生じる１０分未満の端数については切捨てとする。

６　提出する成果品と提出期限

受託者は、以下の成果品の提出等を行うものとする。
（１）反訳原稿（Word使用）の印刷物（Ａ４用紙両面使用）１部、反訳原稿を記憶させた電子媒体（ＣＤ－Ｒ）１部を、録音した音源の受領後１４日以内に委託者に納品するものとする。

　　　なお、納品における電子媒体に業務名、請負業者名等を表示するものとする。表示事項は電子媒体に直接印字するか、先がフェルトの油性ペン等でディスクを傷つけないように電子媒体に直接書き入れることとし、ラベルシール等の電子媒体への貼り付けは不可とする。
（２）上記（１）の納品前に、反訳原稿のデータを電子メールにより委託者あて送信するものとする。

（３）上記（１）の納品の際、録音した音源及び委託者が貸与した反訳作業の補助資料も同時に返却するものとする。
７　業務の具体的事項

（１）令和元年度の三重県公共事業評価審査委員会については、次のとおり計５回開催する予定であり、１回あたりの会議時間は、目安として約３時間程度である。
ただし、委託者の都合により開催日を変更し、開催回数を増減する場合があり、その場合でも単価の変更は行わないものとする。

　　＜委員会開催予定＞
令和元年８月から令和元年１２月まで４回

令和２年２月１回（最終回）

※あくまで予定であり開催時期を確約するものではない。

＜反訳見込み時間合計＞

　開催５回　１５時間程度＝９００分程度
　　※令和元年9月30日までを提出期限とする反訳見込み時間合計180分

　　※令和元年10月1日以降を提出期限とする反訳見込み時間合計720分
※あくまで見込みであり審議の進行状況等により増減する。

（２）委託者は、反訳作業の補助資料（委員会資料、進行表等）を受託者に提供するものとし、受託者は反訳にあたり用字・用語等について補助資料を十分調査したうえで議事録を作成する。不明瞭な音声については、録音した音源及び補助資料などにより反訳する。

（３）上記６に記載した成果品の作成は、受託者の機材（録音再生機・パソコン等）により行うものとし、これにかかる費用は受託者の負担とする。

（４）上記６に記載した反訳原稿等の納品及び返却にかかる経費は受託者において負担するものとする。

（５）受託者は、録音した音源、反訳原稿及び補助資料を、適正に保管し、複写・転写・貸出は行わないこと。

（６）上記６に記載する成果品の著作権は、三重県が有するものとする。
８　その他留意事項
（１）受託者は業務の履行にあたって暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等（以下暴力団等という）による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとします。

ア　断固として不当介入を拒否すること。

イ　警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。

ウ　委託者に報告すること。

エ　業務の履行において、暴力団等における不当介入を受けたことにより工程、納期等に遅れが生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、委託者と協議を行うこと。

（２）受託者が（１）のイ又はウの義務を怠ったときは、三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除要綱第７条の規定により三重県物件関係落札資格停止要綱に基づく落札資格停止等の措置を講じます。

